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回次
第20期

第１四半期連結
累計期間

第19期

会計期間
自　2021年12月１日
至　2022年２月28日

自　2020年12月１日
至　2021年11月30日

売上高 （千円） 146,728 559,845

経常利益 （千円） 43,409 145,889

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（千円） 28,667 95,519

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 29,072 96,388

純資産額 （千円） 160,596 131,524

総資産額 （千円） 397,423 415,937

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 10.06 33.62

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － －

自己資本比率 （％） 40.4 31.6

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の

期首から適用しており、当第１四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を

適用した後の指標等となっております。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上

場であり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

４．当社は、第19期第１四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、第19期第１

四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

５．第19期第１四半期連結会計期間及び連結累計期間の四半期連結財務諸表並びに第19期連結会計年度の連結財

務諸表については、株式会社東京証券取引所の「有価証券上場規程」第204条第６項の規定に基づき、金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に準じて、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビュー及び監査

を受けています。

６．当社は、2022年８月30日開催の取締役会決議により、2022年９月15日付で普通株式１株につき200株の割合

で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半

期（当期）純利益を算定しております。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告

書（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社は、

前第１四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期連結累計期間との比

較分析は行っておりません。

(1）財政状態の状況

（資産）

　当第１四半期連結会計期間末における流動資産は347,460千円となり、前連結会計年度末に比べ14,590千円減少 

いたしました。これは主に、現金及び預金が18,342千円、前払費用が1,862千円減少したことによるものでありま

す。固定資産は49,963千円となり、前連結会計年度末に比べ3,922千円減少いたしました。これは主に投資その他

の資産が3,262千円減少したことによるものであります。 この結果、総資産は397,423千円となり、前連結会計年

度末に比べ18,513千円減少いたしました。

（負債）

　当第１四半期連結会計期間末における流動負債は115,796千円となり、前連結会計年度末に比べ36,557千円減少

いたしました。これは主に未払法人税等が21,528千円減少したことによるものであります。固定負債は121,030千

円となり、前連結会計年度末に比べ11,028千円減少いたしました。これは長期借入金が11,028千円減少したことに

よるものであります。この結果、負債合計は236,826千円となり、前連結会計年度末に比べ47,585千円減少いたし

ました。

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は160,596千円となり、前連結会計年度末に比べ29,072千円増

加いたしました。これは主に利益剰余金28,667千円の増加によるものであります。この結果、自己資本比率は

40.4％（前連結会計年度末は31.6％）となりました。

(2）経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感染拡大による影

響が長期化しており、依然として多くの産業において経済活動の縮小・停滞などの厳しい状況が継続しておりま

す。

　当社を取り巻く国内ITサービス市場においては、経済産業省の推進するデジタルトランスフォーメーション

（DX）に関連するシステム投資が一層その存在感を強めております。政府情報システムの構築・整備においては、

クラウドサービスの利用を「第１候補（デフォルト）」とする「クラウド・バイ・デフォルト原則」が方針とされ

ております。デジタルトランスフォーメーション（DX）のトレンドが進展する中、生産性の向上や業務の効率化を

目的として、クラウドサービスを優先的に採用する「クラウドファースト戦略」を実行する企業が増加しており、

2020年の国内パブリッククラウドサービス市場規模は、前年比19.5％増の1兆654億円となりました。2020年～2025

年の年間平均成長率（CAGR：Compound Annual Growth Rate）は19.4％で推移し、2025年の市場規模は2兆5,866億

円まで拡大すると予測されております。（出所：IDCJapan株式会社「国内パブリッククラウドサービス市場予

測」）

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高146,728千円、営業利益43,856千円、経常利益43,409

千円、親会社株主に帰属する四半期純利益28,667千円となりました。なお、当社グループの事業セグメントは、

KUSANAGI Stack事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略しております。

　なお、当社はKUSANAGI Stack事業のみの単一セグメントであるため、セグメント情報に関連付けた記載は行って

おりません。

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありませ

ん。
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(4）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更は

ありません。

(6）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は5,700千円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(7）経営成績に重要な影響を与える要因

　当第１四半期連結累計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因について重要な変更はありません。
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当社が技術支援等を行う契約

相手方の名称 契約内容（許諾内容） 契約締結日 契約期間

GMOインターネット

株式会社

当社のWEXALを相手方の対象サービスに適用するにあた

り、技術的知識、情報及びノウハウの提供
2022年２月10日

2022年２月10日から

2022年４月末日まで

GMOインターネット

株式会社

当社の有する登録商標［「WEXAL」「Page Speed 

Technology」］の独占的な利用許諾、及び国際出願済

み特許［「ウェブコンテンツの自動表示制御方法」お

よび「ウェブコンテンツの自動高速表示制御方法」］

の使用許諾

2022年２月10日
2022年４月17日から

2023年４月30日まで

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。

当社は、2022年2月10日開催の取締役会において、GMOインターネット株式会社との間で業務提携契約を締結すること

について決議を行い、同日付で締結いたしました。契約の内容は次の通りであります。

（注）  上記の技術支援契約においては、対価としてロイヤリティを受け取っております。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000

計 40,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

　（注）2022年８月30日開催の取締役会決議により、2022年９月15日付で株式分割に伴う定款の変更を行い、発行可能株

式総数は7,960,000株増加し、8,000,000株となっております。

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2022年２月28日）

提出日現在発行数（株）
（2022年10月４日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,250 2,850,000 非上場

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。

計 14,250 2,850,000 － －

②【発行済株式】

　（注）１．2022年８月30日開催の取締役会決議により、2022年９月15日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分

割を行っております。これにより発行済株式総数は2,835,750株増加し、2,850,000株となっております。

２．2022年９月26日開催の臨時株主総会にて単元株制度導入に伴う定款変更が行われ、１単元を100株とする単

元株制度を採用しております。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2021年12月１日～

2022年２月28日
－ 14,250 － 40,000 － －

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

　（注）2022年８月30日開催の取締役会決議により、2022年９月15日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割を

行っております。これにより発行済株式総数は2,835,750株増加し、2,850,000株となっております。

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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2022年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　　14,250 14,250

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 14,250 － －

総株主の議決権 － 14,250 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）2022年８月30日開催の取締役会決議により、2022年９月15日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割を
行うとともに、2022年９月26日開催の臨時株主総会にて単元株制度導入に伴う定款変更が行われ、１単元を100
株とする単元株制度を採用しております。これに伴い、提出日現在において、完全議決権株式（その他）の株式
数は普通株式2,850,000株、議決権の数は28,500個、発行済株式総数の株式数は2,850,000株、総株主の議決権の
数は28,500個となっております。

②【自己株式等】

該当事項はありません。

２【役員の状況】

前事業年度の定時株主総会終了後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、株式会社東京証券取引所の「有価証券上場規程」第204条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条 

の２第１項の規定に準じて、第１四半期連結会計期間（2021年12月１日から2022年２月28日まで）及び第１四半期連

結累計期間（2021年12月１日から2022年２月28日まで）に係る四半期連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査

法人による四半期レビューを受けております。

３．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

　当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同

四半期との対比は行っておりません。
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2021年11月30日）

当第１四半期連結会計期間
（2022年２月28日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 286,764 268,421

売掛金 51,478 56,212

仕掛品 5 419

前払費用 21,384 19,522

未収入金 505 -

その他 1,913 2,884

流動資産合計 362,050 347,460

固定資産

有形固定資産

建物附属設備 1,811 1,811

減価償却累計額 △ 483 △ 528

建物附属設備（純額） 1,328 1,283

工具、器具及び備品 8,562 8,729

減価償却累計額 △ 7,797 △ 7,890

工具、器具及び備品（純額) 764 838

有形固定資産合計 2,093 2,122

無形固定資産

ソフトウエア 22,470 21,558

その他 7,252 7,474

無形固定資産合計 29,722 29,033

投資その他の資産

長期前払費用 18,944 15,713

その他 3,125 3,094

投資その他の資産合計 22,070 18,808

固定資産合計 53,886 49,963

資産合計 415,937 397,423

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2021年11月30日）

当第１四半期連結会計期間
（2022年２月28日）

負債の部

流動負債

買掛金 10,916 10,725

1年内返済予定の長期借入金 43,412 43,036

未払金 4,054 4,447

未払法人税等 36,269 14,741

その他 57,701 42,846

流動負債合計 152,354 115,796

固定負債

長期借入金 132,058 121,030

固定負債合計 132,058 121,030

負債合計 284,412 236,826

純資産の部

株主資本

資本金 40,000 40,000

資本剰余金 134 134

利益剰余金 91,234 119,901

株主資本合計 131,368 160,036

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 155 560

その他の包括利益累計額合計 155 560

純資産合計 131,524 160,596

負債純資産合計 415,937 397,423
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（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
（自　2021年12月１日

至　2022年２月28日）

売上高 146,728

売上原価 46,872

売上総利益 99,855

販売費及び一般管理費 55,998

営業利益 43,856

営業外収益

受取利息 0

営業外収益合計 0

営業外費用

支払利息 334

保証料償却 102

その他 11

営業外費用合計 448

経常利益 43,409

税金等調整前四半期純利益 43,409

法人税等 14,741

四半期純利益 28,667

親会社株主に帰属する四半期純利益 28,667

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
（自　2021年12月１日

至　2022年２月28日）

四半期純利益 28,667

その他の包括利益

為替換算調整勘定 404

その他の包括利益合計 404

四半期包括利益 29,072

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 29,072

【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　（収益認識に関する会計基準の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該

財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

りますが、利益剰余金期首残高に与える影響はありません。また、収益認識会計基準等の適用による当第１四半期

連結累計期間の損益に与える影響はありません。

　（時価の算定に関する会計基準の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計 

基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、四半期連結財務諸表へ与える

影響はありません。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

当第１四半期連結累計期間
（自　2021年12月１日

至　2022年２月28日）

減価償却費 2,618千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

（株主資本等関係）

当第１四半期連結累計期間（自　2021年12月１日　至　2022年２月28日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　2021年12月１日　至　2022年２月28日）

　当社グループは、KUSANAGI Stack事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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当第１四半期連結累計期間
（自　2021年12月１日

至　2022年２月28日）

一時点で移転される財又はサービス（注） 21,333千円

一定の期間にわたり移転される財又はサー

ビス
125,395千円

顧客との契約から生じる収益 146,728千円

その他の収益 -

外部顧客への売上高 146,728千円

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は以下のとおりであります。

（注）契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い受注制作のソフト

ウェアについては、代替的な取扱いを適用し、一時点で移転される財又はサービスの金額に含めて記載しておりま

す。

当第１四半期連結累計期間
（自　2021年12月１日

至　2022年２月28日）

１株当たり四半期純利益 10円06銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 28,667

普通株主に帰属しない金額（千円） -

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益（千円）
28,667

普通株式の期中平均株式数（株） 2,850,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

-

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

２．当社は、2022年９月15日付けで普通株式１株につき200株の割合で株式分割を行っております。前連結会計

年度の期首に当該分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益を算定しております。
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（重要な後発事象）

（株式分割）

　当社は、2022年８月30日開催の取締役会決議に基づき、2022年９月15日付で株式分割を行っております。ま

た、2022年９月26日開催の株主総会決議に基づき、定款の一部を変更し単元株制度を採用しております。

(1)株式分割の目的

　当社株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図ることを目的として株式分割を実施するとともに、１単元

を100株とする単元株制度を採用しております。

(2)株式分割の概要

①分割の方法

　2022年９月14日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普通株

式を、１株につき200株の割合をもって分割しております。

②分割により増加する株式

株式分割前の発行済株式総数　　　　　 14,250株

今回の分割により増加する株式数　　2,835,750株

株式分割後の発行済株式総数　　　　2,850,000株

株式分割後の発行可能株式総数　　　8,000,000株

③分割の日程

基準日　　　　　2022年９月14日

効力発生日　　　2022年９月15日

④１株当たり情報に及ぼす影響

　「１株当たり情報」については、当該株式分割が前連結会計年度の期首に行われたものと仮定して

算出しており、これによる影響については、当該箇所に反映しております。

(3)単元株制度の採用

　単元株制度を採用し、普通株式の単元株式数を100株といたしました。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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